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災害時における停電復旧の連携等に関する基本協定 

 

東海村（以下「甲」という。）と東京電力パワーグリッド株式会社茨城総支社（以下「乙」とい

う。）は，災害（災害対策基本法第２条第１号に規定する災害をいう。）が発生した場合又は発生す

るおそれがある場合（以下「災害時等」という。）において，甲及び乙における相互協力に関し，

次のとおり協定を締結する。 

 

（目 的） 

第１条 本協定は，災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）及び東海村地域防災基本計画に 

基づき，甲は住民の生命・財産の保護，生活支援等の役割を，乙は早期停電復旧等の役割を相互

に確認し，災害時等において，甲及び乙の連携による防災力強化及び早期停電復旧に資する活動

を行うことを目的に締結する。 

 

（連絡体制） 

第２条 甲及び乙は，災害時等の迅速かつ円滑な連携を図るため，連絡体制を確立する。 

２ 甲及び乙は，双方の連絡先を定め，定期的に確認する。 

３ 甲は、迅速かつ正確な情報を取得することを目的に，乙に対して，甲の指定する場所へ乙の連

絡員の派遣要請をできるものとする。 

 

（情報提供） 

第３条 甲及び乙は，災害時等における早期停電復旧を図るため，次に掲げる情報を共有する。 

（１） 甲が保有する住民が避難している地域，避難所等に係る情報 

（２） 乙が保有する停電の発生状況，復旧見込等に係る情報 

（３） 甲又は乙が保有する道路陥没，水没，土砂崩落，樹木倒壊等に係る情報及びこれらの復 

   旧に係る情報 

 

 （災害時等の相互協力） 

第４条 甲及び乙は，早期停電復旧に関し，次に掲げる事項について相互に協力する。 

（１） 重要施設の早期電力復旧 

（２） 停電復旧のための道路啓開，障害物除去等に係る甲及び乙の保有資機材等の活用 

（３） 甲及び乙が所有する施設，駐車場等の利用 

（４） 甲及び乙が所有する広報手段による住民への停電状況等の情報発信 

２ 甲は，甲が電線等に接触している障害物等を除去する場合等において必要と認めるときは，乙 

に対して現場の安全確認を依頼することができるものとする。 

 

 （平時の備え） 

第５条 災害時等における乙の電力設備周辺の樹木に起因した停電の発生を未然に防止するため，

甲及び乙は，平時から，計画的な樹木の巡視，伐採等に相互に協力する。 

２ 災害時等に円滑な連携を図るため，甲及び乙は，連絡体制の確認及び情報共有のために必要な

ときは会議を開催することができるものとする。 



 

 

 （覚書の締結等） 

第６条 甲及び乙は，本協定に定める甲及び乙の役割，具体的な実施事項，相互利用する施設等に

ついて，覚書の取り交わしその他の方法により別に定めることができるものとする。 

 

 （秘密保持） 

第７条 甲及び乙は，本協定に基づく活動を通じて知り得た秘密を第三者に開示し，又は漏えいし

てはならない。 

 

 （有効期間） 

第８条 本協定は，締結の日から効力を有するものとし，甲又は乙から書面により本協定の終了又

は変更を申し出ない限り，その効力を持続するものとする。 

 

 （協議） 

第９条 本協定に定める事項及び本協定に定めのない事項について疑義が生じたときは，その都度 

 甲乙協議して定めるものとする。 

 

本協定の締結を証するため，本書２通を作成し，甲，乙それぞれ記名押印の上，それぞれ１通を

保有する。 

 

令和４年８月１日 

 

 

                       茨城県那珂郡東海村東海三丁目 7 番 1 号 

                     甲 東海村長 山 田  修 

                        

                             

                       茨城県水戸市南町二丁目 6 番 2 号 

乙 東京電力パワーグリッド株式会社茨城総支社 

                       総支社長 小川 洋平 

 

 

 

 

 

 

 

 


